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当事業年度の事業の状況

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

【交付書面】

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

業績全般

　当連結会計年度の世界経済は、米国は、雇用の堅調さもあり、製造業

を除き底堅く推移しました。欧州は、ウクライナ戦争の長期化や物価高

騰の影響等により低調に推移しており、英国でも鈍化の兆しが見られて

います。インドでは経済は堅調に推移しています。

　わが国においては、個人消費は回復基調で推移しましたが、エネルギ

ー価格や原材料、食料品の高騰によるインフレーション傾向や、人手不

足の継続や利上げの予想により先行き不透明な状況が続いております。

しかしながら政府が掲げる「新しい資本主義」において、人への投資の

抜本的強化が重点戦略の中に位置づけられており、人的資本の重要性が

高まっております。今後さらに取り組みが強化されていく中で、当社グ

ループへの引合い機会もより拡大していくものと考えております。

　このような環境下、当連結会計年度において日本の売上高は横ばい傾

向、ウィルソン・ラーニング コーポレーション（米国）の売上高は増

加傾向で推移しました（なお、ウィルソン・ラーニング コーポレーシ

ョン（米国）の売上高は、ウィルソン・ラーニング ヨーロッパ LTD.

（イギリス）からの業務移管を受けて増加しております）。当連結会計

年度においてはグループ全体で売上高は前年同期比で微減となり、営業

利益率は販売管理費の削減で継続した改善傾向を示したものの、営業損

失を計上いたしました。

　しかしながら、研修市場の傾向としては、特に日本において「人的資

本経営」の関連で、上場企業は人材育成への投資金額の開示等が要求さ

れるようになるため、引合いは拡大基調にあります。
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当事業年度の事業の状況

日本及び海外での当連結会計年度の実績は下記となります。

国内

・2025年２月に組織文化の変容を目的とした統合的な実践型プログラム

『価値創造イネーブルメント』の一般提供開始

・2025年２月に変革期の全管理職に求められる挑戦支援型マネジメント

研修『ピープル・イネーブルメントプログラム』販売開始

海外

・2024年５月に米国の営業管理職向け専門誌「Selling Power」からTop 

Sales Training Companies in 2024（トップ・セールス・トレーニン

グ企業リスト2024）に選ばれました。

・2024年８月に「人的資本管理のアカデミー賞」と言われるブランドン

ホールグループHCMベスト・カスターマー・トレーニング・プログラ

ムおよびベスト・ラーニング・メジャメントを受賞しました。

・2025年２月に「Training Industry.com」から、「2025年セールス・ト

レーニングおよびイネーブルメント企業トップ20社」に17年連続して

選ばれました。

・2025年３月に「Training Industry.com」から、「2025年リーダーシッ

プ・トレーニング企業トップ20社」に16年連続して選ばれました。

・2025年３月に「Stevie Award」から、「セールスとカスターマー領域

で金賞１と銅賞２」（2025年）に選ばれました。
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当事業年度の事業の状況

　この結果、売上高16億８千８百万円（前期比3.5％減）、営業損失３

億９千３百万円（前連結会計年度は５億５千６百万円の営業損失）、経

常損失３億８千５百万円（前連結会計年度は５億２千１百万円の経常

損失）となっております。また親会社株主に帰属する当期純損失は３

億８千６百万円（前連結会計年度は５億１千８百万円の親会社株主に

帰属する当期純損失）となりました。

　重要な経営指標として位置付けております「営業利益率」は、営業

損失が減少したことにより、引き続きマイナスではあるものの、改善

しております。これは主に、グループの再編などによる販売管理費の

削減効果によります。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（イ）国内

　日本では、当連結会計年度において、企業研修市場は引続き回復傾

向にあり、新規領域であるイノベーション・イネーブルメント分野で

の新規受注が進み、その他新規の引合いも増加してまいりました。し

かしながら、経年継続の大型案件が今期は見送りとなった影響が大き

く、減収となりました。また販管費の節減に努めておりましたが、外

部の業務委託費用等の増加もあり、営業損失額が増加しております。

　この結果、売上高７億２千６百万円（前期比10.3％減）、営業損失

１億６千３百万円（前連結会計年度は９千４百万円の営業損失）とな

りました。

（ロ）北米

　米国では、案件が小型化する傾向がみられましたが、ウィルソン・

ラーニング ヨーロッパ LTD.（イギリス）、ウィルソン・ラーニング 

フランス（フランス）からの営業業務移管も受け、売上高は回復傾向

にあります。販売管理費については、オフィス賃料、人件費を削減

し、営業損失を改善いたしました。

　この結果、売上高８億３千１百万円（前期比9.7％増）、営業損失

３億２千１百万円（前連結会計年度は４億９千万円の営業損失）と

なりました。
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当事業年度の事業の状況

（ハ）欧州

　ウィルソン・ラーニング ヨーロッパ LTD.（イギリス）の売上高

は、景気の回復基調に伴い、企業の人材育成予算の凍結傾向が緩和さ

れ、中間連結会計期間までの売上高は増加しました。2024年９月以降

事業のウィルソン・ラーニング コーポレーション（米国）への移管

に伴い、一時的なコストを計上したため損失が増加しました。ウィル

ソン・ラーニング フランス（フランス）は、主要顧客からの売上高

が減少したことと、同じく事業のウィルソン・ラーニング コーポレ

ーション（米国）への移管に伴い、営業損失を計上しました。

　この結果、売上高１億５千５百万円（前期比39.7％減）、営業損失

５千１百万円（前連結会計年度は３千７百万円の営業損失）となりま

した。

（ニ）中国

　中国では、事業の清算に向けて販売管理費が大幅削減されたことに

より、売上高は減少したものの、営業損失が引続き大幅に改善してお

ります。

　この結果、売上高５千４百万円（前期比20.0％減）、営業損失２百

万円（前連結会計年度は８千１百万円の営業損失）となりました。

（ホ）アジア・パシフィック

　インドでは、低調なスタートとなりましたが、売上高は前年同期よ

り大幅に改善いたしました。営業損失も改善を見せております。アジ

アでは、グループ会社への業務支援コストの計上により、営業損失を

計上しております。

　この結果、売上高１億３千８百万円（前期比42.2％増）、営業損失

３千８百万円（前連結会計年度は６千３百万円の営業損失）となりま

した。

② 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した主な設備投資はありません。
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当事業年度の事業の状況

③ 資金調達の状況

　　　　2024年８月14日に新株予約権の発行を行い、2025年２月５日までに行使

　　　が完了し、154百万円の資金を調達いたしました。

　　　詳細につきましては、２.会社の現況　(2)新株予約権等の状況をご参照く

　　　ださい。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分
第41期

(2022年3月期)
第42期

(2023年3月期)
第43期

(2024年3月期)

第44期
(当連結会計年度)
(2025年3月期)

売 上 高(千円) 1,788,494 2,492,351 1,750,828 1,688,892

経 常 利 益
又は経常損失

（△）
(千円) △491,417 18,578 △521,085 △385,372

親会社株主に
帰 属 す る
当 期 純 損 失

（△）

(千円) △308,899 △26,704 △518,700 △386,041

１株当たり当
期純損失
（△）

( 円 ) △59.93 △5.18 △84.50 △55.29

総 資 産(千円) 1,808,626 2,125,499 1,790,918 1,514,502

純 資 産(千円) 991,116 1,109,589 861,113 696,828

１ 株 当 た り
純 資 産 額

( 円 ) 192.30 215.29 134.47 87.07

(2) 直前３事業年度の企業集団の財産及び損益の状況

　（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用してお
り、第41期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっておりま
す。

会 社 名 資本金
当社の議
決権比率

主要な事業内容

ウィルソン・ラーニング
コーポレーション

米ドル
19,079,888

100.0％

企業内教育研修プログラ
ム、リサーチプログラムの
販売・基礎開発研究及びグ
ローバルマーケティングサ
ポート

ウィルソン・ラーニング
インド ＰＶＴ. ＬＴＤ.

ルピー
8,000,000

100.0％
企業内教育研修プログラム及び
リサーチプログラムの販売

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況（2025年３月31日現在）

(注１)(9)その他企業集団の現況に関する重要な事項に記載しましたとおり、当社はウィルン・

ラーニング・チャイナ　リミテッド（香港）を清算することを2024年３月26日の取締役会で決議

いたしました。

(注２)(9)その他企業集団の現況に関する重要な事項に記載しましたとおり、ウィルソンラーニ

ングヨーロッパ LTD.およびウィルソンラーニングフランスの事業を2024年８月よりウィルソ

ン・ラーニング　コーポレーションに移管しております。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関
する重要な事項

(4) 対処すべき課題

　　　継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、2020年３月期以降売上高が著しく減少し、2022年３月

期までは重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失

及び重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上しました。2023年

３月期においては、営業利益及び経常利益を計上し当社グループの業績

は改善傾向にありましたが、継続して親会社株主に帰属する当期純損失

を計上しました。前連結会計年度においては、日本の国内HRD事業売上

高は2023年３月期より回復傾向にありましたが、全体的には減少傾向で

あり、重要な営業損失556,468千円、経常損失521,085千円、親会社株主

に帰属する当期純損失518,700千円を計上しました。また、当連結会計

年度においては、前連結会計年度に比べ、グループの構造改革をより一

層進め、全体的には売上高は横ばい傾向ながらも、販管費の圧縮に努め

たものの、重要な営業損失393,918千円、経常損失385,372千円、親会社

株主に帰属する当期純損失386,041千円を計上しました。

　このような状況の中、今後追加の運転資金調達の重要性がさらに増す

ことが想定されますが、現時点では金融機関等からの新たな資金調達に

ついて見通しが得られている状況にはありません。このような状況を受

け、当社は複数の外部支援候補者との間で協議を継続しております。

（事業等のリスクに記載した重要事象等を解消するための対応策）

　当社グループは、上記に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在しております。このような状況

の解消を図るべく、当社グループは、以下の諸施策を遂行することによ

り、収益構造の改善及び財務基盤の安定化に取り組んでおります。

①収益構造の改善

・高収益化体質の確立に向け、北米の営業要員の早期戦力化を図り、利

益率の高いライセンス型の案件の提案に引き続き注力してまいりま

す。

・ライトワークス社等の外部パートナーとの協同プロモーション策の拡

大：双方のお客様へのクロスセル等を実施してまいります。

・アフターコロナ時代の新しい研修スタイルを睨んだWebマーケティン

グ投資、リーダーシップ領域、オンライン研修領域における新規商品
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関
する重要な事項

群への開発投資を積極的に推進しております。日本市場のイノベーシ

ョン・イネーブルメント領域では複数の新規商品のリリースを行いま

した。

・販売費及び一般管理費について、グループ体制の見直しを行い、諸経

費削減を推進しております。ウィルソン・ラーニング ヨーロッパ 

LTD.（イギリス）及びウィルソン・ラーニング フランス（フラン

ス）では運営合理化のため2024年８月より、事業のウィルソン・ラー

ニング コーポレーション（米国）への移管を行いました。ウィルソ

ン・ラーニング チャイナ（中国）はカントリーリスクも鑑み、清算

に向けて事業縮小を継続していきます。

②財務基盤の安定化

　当社グループは、運転資金及び開発投資資金の安定的な確保と維持に

向け、2025年７月25日開催の取締役会において、第三者割当の方法によ

る新株式の発行、並びに、第三者割当の方法による第３回新株予約権

（以下「本新株予約権」という。）の発行を決議し、財務体質の強化、

資金繰りの安定化を実施しております。

　以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施

策につきましては、積極的に実施してまいります。しかしながら、収益

構造の改善には新しい取り組みが含まれていることから不確実性が認め

られるとともに、新型コロナウイルス感染症拡大によって受けた業績低

迷からの回復に時間を要しております。

　また、財務基盤の安定化については、資本の増強策の可能性等につい

て継続的に検討しているものの、見通しが得られている状況ではありま

せん。

　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するもの

と認識しております。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業

の前提に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりま

せん。
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関
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(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

HRD事業　　　　　　　　 人材開発・組織開発のためのコンサルティング

とソリューションの開発・提供
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ウィルソン・ラーニング
ワールドワイド株式会社

本社 東京都港区虎ノ門二丁目10番１号

支店 大阪府

ウィルソン・ラーニング
コーポレーション（子会社）

本社 米国ミネソタ州

(6) 主要な営業所（2025年３月31日現在）

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

74（０）名 11名減（２名減）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

31（０）名 ０名減（０名減） 53.7歳 18.7年

　(7) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、パート

及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　当社グループはHRD事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりま

せん。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（社外から当社への出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は

（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 72,511千円

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　　当社は、100％子会社であるウィルソン・ラーニングチャイナ リミテッド
　　（香港）を清算することを2024年３月26日の取締役会で決議いたしまし
　　た。法的な清算につきましては、確定次第開示する予定です。
　　またウィルソン・ラーニング ヨーロッパ LTD.（イギリス）及びウィルソ
　　ン・ラーニング　フランス（フランス）では運営合理化のため2024年８月
　　より、事業のウィルソン・ラーニング コーポレーション（米国）への移管
　　を行いました。

－ 10 －
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株式の状況、新株予約権等の状況

① 発行可能株式総数 17,230,720株

② 発行済株式の総数 8,003,580株（自己株式612株を含む）

③ 株主数 2,708名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

森　捷三 906,000株 11.32％

サンウッド株式会社 750,760 9.38

株式会社ＳＢＩ証券 360,925 4.51

株式会社日本経済新聞社 360,900 4.51

日本証券金融株式会社 259,500 3.24

楽天証券株式会社 244,000 3.05

飯島　功市郎 200,000 2.50

岡三証券株式会社 190,900 2.39

久保田　正明 100,000 1.25

上田八木短資株式会社 98,300 1.23

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

 (注) １. 持株比率は自己株式（612株）を控除して計算しております。

　　  ２. 持株比率は小数点第3位を四捨五入して表記しております。

(2) 新株予約権等の状況

　第三者割当による第２回新株予約権（行使価額修正条項付）

　　当社は、香港に所在する機関投資家であるLong Corridor Asset Management

　Limited（香港SFC登録番号：BMW115）が一任契約の下に運用を行っている、英

　国領ケイマン島に設立された免税有限責任会社（Exempted Companyin Cayman

　with Limited Liability）であるLong Corridor AlphaOpportunities Master

　Fund及び英国領ケイマン島に設立された分離ポートフォリオ会社（Segregated

　Portfolio Company）であるLMA SPCの分離ポートフォリオ（Segregated

　Portfolio）であるMAP246 Segregated Portfolioを割当先として第三者割当の

　方法による第２回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）を発行し、

　2025年２月５日に全行使が完了しております。

　この行使に伴い、1,599,000株が発行されました。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役
社 長

児 島 研 介

取 締 役
トーマス・ホ
リ ス ・ ロ ス

取 締 役 柴 山 慎 一  社会構想大学院大学　教授

常 勤 監 査 役 本 山 隆 雄

監 査 役 稲 垣 誠 二 稲垣誠二公認会計士事務所　代表

監 査 役 志 賀 剛 一 志賀・飯田法律事務所

(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 取締役柴山慎一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２. 監査役稲垣誠二氏及び監査役志賀剛一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役

であります。

３. 常勤監査役本山隆雄氏は、内部統制に関する長年の経験を有しており、監査役稲垣誠

二氏は、公認会計士の資格を有しており、それぞれ内部統制、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有するものであります。また志賀剛一氏は弁護士の資格を有してお

り、法律に関する相当程度の知見を有するものであります。

４. 当社は、取締役柴山慎一氏、監査役稲垣誠二氏、及び監査役志賀剛一氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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会社役員の状況

区 分
報酬等の
総 額
（千円）

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取 締 役
（うち社外取締役）

15,710
（4,000)

15,710
（4,000)

- - ３
（１)

監 査 役
（うち社外監査役）

9,040
（4,000)

9,040
（4,000)

- - ３
（２)

合 計
（うち社外役員）

24,750
（8,000)

24,750
（8,000)

- - ６
（３)

　　② 責任限定契約の内容の概要

　　　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

　　づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

　　す。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役柴山慎一氏、監査役稲

垣誠二氏、監査役志賀剛一氏は会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額を限度としております。

③　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　　　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

　　償責任保険契約を締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社

　　の役員及び執行役員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該

　　契約は、第三者および当社に対する取締役の損害賠償責任のうち、被保険者

　　が負担することになる損害賠償金・争訟費用に関する損害を填補の対象とし

　　ており、故意または重過失に起因する場合は填補されません。

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額

　イ. 当事業年度に係る報酬額等の総額

 (注) 1.取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

      2.取締役の支給員数は、無報酬の取締役1名を除いております。

3.業績の低迷を受け、取締役報酬を役位に応じて減額しております。

ロ. 当事業年度に支払った役員退職慰労金

　　　該当事項はありません。
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会社役員の状況

ハ. 業績連動型報酬等に関する事項

　　　該当事項はありません。

ニ. 非金銭的報酬等の内容

　　　該当事項はありません。

  ホ.取締役及び監査役報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の報酬限度額は、2006年６月27日開催の第25回定時株主総会に

おいて年額１億5,000万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）

と決議しております。当該株主総会終結時点での取締役の員数は９名

（うち、社外取締役は0名）です。

　監査役の報酬限度額は、1993年６月25日開催の第12回定時株主総会に

おいて年額3,000万円以内と決議しております。当該株主総会終結時点

での監査役の員数は２名です。

へ. 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2016年７月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報

酬等の内容にかかる決定方針について決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等につ

いて、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会

で決議された決定方針と整合していることを確認しており、取締役の個

人別の報酬等の内容にかかる決定方針に沿うものであると判断しており

ます。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は下記の通り

です。

a.基本報酬に関する方針

　役員の報酬は月額報酬の他、役員賞与により構成する。

　月額報酬は、常勤・非常勤の役員とも、役員報酬一本とし、手当

等、他の給与は原則として支給しない。

　月額報酬は、株主総会において、取締役全員および監査役全員の

報酬総額限度額を決議し、当該報酬総額限度額内での役員各人の報

酬額を、

（イ）取締役については、取締役会決議により、または取締役会決

議により授権を受けた代表取締役（代表取締役が複数名の場合は、

代表取締役間の協議）で決定するものとし、
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会社役員の状況

（ロ）監査役については、監査役の協議により決定するものとす

る。

役員賞与を支給する場合、その決定方法は前項に準ずる。

b.業績連動報酬等に関する方針

　役員賞与は、あらかじめ基準額を定めず、支給する場合にはその

都度支給額を決定する。

c.非金銭報酬等に関する方針

　該当事項はありません。

d.報酬等の割合に関する方針

　該当事項はありません。

e.報酬等の付与時期や条件に関する方針

　評価・改定は原則として毎年１回、定時株主総会後に実施する。

役員への月額報酬の支給計算の期間は毎月1日から末日迄とする。

f.報酬等の決定の委任に関する事項

　取締役会決議により授権を受けた代表取締役（代表取締役が複数

名の場合は、代表取締役間の協議）で決定する。

g.上記のほか報酬等の決定に関する事項

　会社業績が著しく低迷した場合、または社会的に責任を明らかに

すべき事態が発生した場合などには、取締役については、取締役会

の決議により、監査役については、監査役の協議によって、報酬の

減額・一部カット等の措置を取ることがある。

ト. 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は代表取締役社長児島研介氏に対し、各取締役の基本報酬の

額の決定を委任しております。

委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ、各取締役の評価を行

うには代表取締役が、適しているとしたためであります。

チ.社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受け

た役員報酬等の総額

　　該当事項はありません。
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会社役員の状況

地位 氏 名 兼 職 す る 法 人 等 兼 職 の 内 容

取 締 役 柴 山 慎 一 社会構想大学院大学 教授

監 査 役 稲　垣　誠　二 稲垣誠二公認会計士事務所 代表

監 査 役 志　賀　剛　一  志賀・飯田法律事務所

出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割

取 締 役 柴 山 慎 一

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席いたしました。
コンサルティング及び企業経営経験を踏まえて経営の監督、経営
全般への意見・助言を述べるなど、社外取締役に求められる役
割・責務を十分に発揮しております。取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための提言を行っております。

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

監 査 役 稲 垣 誠 二
当事業年度に開催された取締役会17回全て、監査役会12回全てに
出席いたしました。公認会計士としての専門的な知識・経験等か
ら適宜、経理・財務面に関しての発言を行っております。

監 査 役 志 賀 剛 一
当事業年度に開催された取締役会17回全て、監査役会12回全てに
出席いたしました。弁護士としての専門的な知識・経験等から、
助言をしております。

④ 社外役員に関する事項

イ. 他の法人等の業務執行者または社外役員等としての重要な兼職の状況

及び当社と当該他の法人等との関係

(注) １. 当社と社会構想大学院大学との間に特別な利害関係はありません。

２. 当社と稲垣誠二公認会計士事務所との間には特別な利害関係はありません。

３. 当社と志賀・飯田法律事務所との間には特別な利害関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

出席状況、発言状況及び社外取締役に期待される役割

・社外取締役

・社外監査役
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会計監査人の状況

① 名称 海南監査法人

支払額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 48,600千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

48,600千円

(4) 会計監査人の状況

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

ております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額についての同意を判断しました。

③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を

報告いたします。

⑤ 当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人による当社の子会社

の計算書類監査の状況

　当社子会社ウィルソン・ラーニング コーポレーション（米国）及びウ

ィルソン・ラーニング ヨーロッパ ＬＴＤ．（イギリス）につきまして

は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人等（外国における

これらの資格を有する者を含む。）の監査を受けております。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての最新の決議内容の

概要は以下のとおりであります（2016年５月一部改訂）。

① 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役は、その職務の執行に係る文章等を法令ならびに社内規程に基づ

き保存及び管理する。

② 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・グローバルコーポレート本部内にリスク管理担当（兼務）を設け、執行

役員が担当責任者となり、リスク管理規程を定め、リスク管理体制の構

築及び運用を行う。

・各事業部門長は、それぞれの部門に関するリスク管理を行い、定期的に

リスク管理の状況を取締役会に報告する。

③ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・全社経営課題に対する討議及び意思統一を目的として執行役員会（メン

バー：代表取締役、取締役、執行役員）を週１回開催する。

・随時に取締役会を開催し、各取締役及び監査役（必要に応じて他の報告

者参加）出席のもと、重要事項の決定、取締役担当職務の報告ならびに

各取締役の業務執行状況の監督等を行う。

・毎月１回、全組織の副部長以上の管理者が参加する月例会議を開催し、

重要事項等の伝達・指示を行う。

・業務の運営については、年度予算を定め、会社として達成すべき目標を

明確化するとともに、取締役ごとに業績目標を明確化し、その評価方法

を明らかにする。

④ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

・役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任及び企業

倫理を果たすため、コンプライアンス・ポリシー（企業行動基準、企業

行動憲章等）を定め、それを全役職員に周知徹底させる。

・グローバルコーポレート本部は、他部門等と協力して定期的にコンプラ

イアンス・プログラムを策定し、それを実施する。

・役職員に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配

布等を行うこと等により、コンプライアンスの知識を高め、コンプライ

アンスを尊重する意識を醸成する。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

⑤ 会社ならびに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

・海外子会社は、米国子会社ウィルソン・ラーニング コーポレーション

を通じて管理体制を構築し、コンプライアンス・ポリシー、リスク管

理、子会社間の取引ルール等の基本ルールを定め、それらを運用する。

また、月例会議において、事業遂行状況等について報告を受けることと

する他、経営計画達成のための指導を行う。

・子会社間の取引ルール等については、子会社の責任者が出席する定期的

な会議で見直しを行う。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

・現在、監査役職務を補助すべき使用人はいないが、必要に応じて、監査

役の業務補助のための監査役スタッフを置くこととし、その人事につい

ては取締役と監査役が意見交換して決める。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役からの指示の実効性確保

に関する事項

・監査役スタッフとして選任された社員の人事異動、人事評価、懲戒に関

しては監査役会と事前に協議するものとする。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

・常勤監査役は、取締役会、その他重要な会議に出席し、重要な意思決定

の過程及び業務の執行状況を把握するとともに、社内の重要書類を閲覧

し、必要に応じて取締役、使用人に説明を求めることとする。

・取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発

生する恐れがあるとき、役職員による違法または不正な行為を発見した

とき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が発生したとき

は、監査役に報告する。

・監査役は、当社の会計監査人である「海南監査法人」から会計監査内容

について説明を受けるとともに、連携を図っていく。

・子会社の取締役は、当社の監査役に対して、当該子会社に著しい損害を

及ぼす恐れがある事実等を直接報告することができる。

・取締役及び使用人は、子会社に著しい損失を与える事項が発生しまたは

発生する恐れがある旨の報告を受けたときは、監査役に報告する。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

⑨ 監査役の監査費用の前払又は償還の手続きその他の監査費用等の処理に

係る方針に関する事項

・監査に必要な費用については、都度必要な監査費用の措置を取る。

⑩ 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を受けないことを確保するための体制

・当社コンプライアンスホットライン規程に基づき、報告者が不利な扱い

を受けないことを確保する。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備する

ように努める。

・代表取締役との定期的な意見交換を行い、適切な意思疎通及び効果的な

監査業務の遂行を図る。

当該体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

イ. 週１回の執行役員会、随時の取締役会、月次の副部長以上の会議を実

施しております。

ロ. 2017年10月１日「ハラスメント防止ポリシー」を新設、倫理規程を改

訂しました。同時に外部通報窓口を新設しました。

ハ. 2024年４月１日から2025年３月31日までの第44期事業年度におきまし

ては、個人及び組織のコンプライアンスに対する意識の向上を図るた

め、2025年３月11日迄に、e-Learningによるコンプライアンス研修を

行い、全従業員が受講いたしました。内容は、以下のとおりです。

　　　・インサイダー取引規制

　　　・下請法

・ハラスメント防止

(6) 会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連結貸借対照表

（2025年３月31日現在） 　　　　　　　(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

棚 卸 資 産

１ 年 内 回 収 予 定 の 敷 金 及 び 保 証 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具器具及び備品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

退職給付に係る資産

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

長 期 未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

1,238,337

265,753

615,960

13,552

84,263

157,375

120,493

△19,061

276,164

3,077

0

3,077

0

0

0

273,087

50,000

2,034

46,561

3,207

10,638

164,407

5,000

△8,762
　

流 動 負 債 619,188

買 掛 金 222,901

１年内返済予定の長期借入金 11,994

リ ー ス 債 務 17,237

未 払 金 36,807

未 払 費 用 156,032

未 払 法 人 税 等 4,007

未 払 消 費 税 等 8,974

契 約 負 債 102,806

賞 与 引 当 金 16,310

資 産 除 去 債 務 37,035

そ の 他 5,083

固 定 負 債 198,485

長 期 借 入 金 60,517

リ ー ス 債 務 38,077

繰 延 税 金 負 債 22,472

退職給付に係る負債 9,456

資 産 除 去 債 務 9,691

長 期 未 払 費 用 58,075

そ の 他 194

負 債 合 計 817,674

純 資 産 の 部

株 主 資 本 69,795

資 本 金 888,099

資 本 剰 余 金 722,853

利 益 剰 余 金 △1,540,930

自 己 株 式 △227

その他の包括利益累計額 627,033

為替換算調整勘定 627,033

純 資 産 合 計 696,828

資 産 合 計 1,514,502 負 債 純 資 産 合 計 1,514,502

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,688,892

売 上 原 価 434,433

売 上 総 利 益 1,254,459

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,648,377

営 業 損 失 393,918

営 業 外 収 益

受 取 利 息 28,912

受 取 配 当 金 1,000

役 員 報 酬 返 納 額 4,738

雑 収 入 4,950 39,601

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,282

為 替 差 損 8,685

雑 損 失 8,087 31,055

経 常 損 失 385,372

特 別 損 失

減 損 損 失 7,221

そ の 他 52 7,274

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 392,646

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △3,415

法 人 税 等 調 整 額 △3,190 △6,605

当 期 純 損 失 386,041

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 386,041

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 810,112 644,866 △1,225,101 △227 229,649

誤謬の訂正による累積的影響額 70,211 70,211

誤謬の訂正を反映した当連
結 会 計 年 度 期 首 残 高

810,112 644,866 △1,154,889 △227 299,861

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

77,987 77,987 155,975

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△386,041 △386,041

新 株 予 約 権 の 発 行

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 77,987 77,987 △386,041 － △230,065

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 888,099 722,853 △1,540,930 △227 69,795

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

当連結会計年度期首残高 626,753 626,753 － 856,403

誤謬の訂正による累積的影響額 △65,500 △65,500 4,710

誤謬の訂正を反映した当連
結 会 計 年 度 期 首 残 高

561,252 561,252 － 861,113

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

△1,119 154,855

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△386,041

新 株 予 約 権 の 発 行 1,119 1,119

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
( 純 額 )

65,780 65,780 － 65,780

当連結会計年度変動額合計 65,780 65,780 － △164,285

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 627,033 627,033 － 696,828

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

連結注記表

１. 継続企業の前提に関する注記

　当社グループは、2020年３月期以降売上高が著しく減少し、2022年３月期までは重要な営業

損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上しました。2023年３月期において

は、営業利益及び経常利益を計上し当社グループの業績は改善傾向にありましたが、継続して

親会社株主に帰属する当期純損失を計上しました。前連結会計年度においては、日本の国内

HRD事業売上高は2023年３月期より回復傾向にありましたが、全体的には減少傾向であり、重

要な営業損失556,468千円、経常損失521,085千円及び親会社株主に帰属する当期純損失

518,700千円を計上しました。また、当連結会計年度においては、前連結会計年度に比べ、グ

ループの構造改革をより一層進め、全体的には売上高は横ばい傾向ながらも、販管費の圧縮に

努め、その削減効果も出ております。しかしながら、重要な営業損失393,918千円、経常損失

385,372千円及び親会社株主に帰属する当期純損失386,041千円を計上しました。

　このような状況のなか、今後追加の運転資金調達の重要性がさらに増すことが想定されます

が、現時点では金融機関等からの新たな資金調達について見通しが得られている状況にはあり

ません。このような状況を受け、当社は複数の外部支援候補者との間で協議を継続しておりま

す。これらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存

在しております。このような状況の解消を図るべく、当社グループは、以下の諸施策を遂行す

ることにより、収益構造の改善及び財務基盤の安定化に取り組んでおります。

①収益構造の改善

・高収益化体質の確立に向け、北米の営業要員の早期戦力化を図り、利益率の高いライセンス

型の案件の提案に引き続き注力してまいります。

・ライトワークス社等の外部パートナーとの協同プロモーション策の拡大：双方のお客様への

クロスセル等を実施してまいります。

・アフターコロナ時代の新しい研修スタイルを睨んだWebマーケティング投資、リーダーシッ

プ領域、オンライン研修領域における新規商品群への開発投資を積極的に推進しております。

日本市場のイノベーション・イネーブルメント領域では複数の新規商品のリリースを行いまし

た。

・販売費及び一般管理費について、グループ体制の見直しを行い、諸経費削減を推進しており

ます。ウィルソン・ラーニング ヨーロッパ LTD.（イギリス）及びウィルソン・ラーニング 

フランス（フランス）では運営合理化のため2024年８月より、事業のウィルソン・ラーニング 

コーポレーション（米国）への移管を行いました。ウィルソン・ラーニング チャイナ（中

国）はカントリーリスクも鑑み、清算に向けて事業縮小を継続していきます。

②財務基盤の安定化

　当社グループは、運転資金及び開発投資資金の安定的な確保と維持に向け、取引金融機関と

協議を進め新規融資の申請や資本の増強策の可能性について検討しておりましたが、実現には

至っておりません。このため、今後は、新株の発行やグループ内の資金を移動させることで必

要な資金を確保し、運転資金及び開発投資資金の改善に努めております。このような状況の

中、当社は、2025年７月25日開催の取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発

行、並びに、第三者割当の方法による第３回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の

発行を決議し、財務体質の強化、資金繰りの安定化を実施しております。新株式及び新株予約

権の発行の詳細については、「13.重要な後発事象に関する注記」に記載の通りです。更なる

資本の増強策を検討・推進することで、運転資金の確保に努めてまいります。
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　以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策につきましては、積

極的に実施してまいります。しかしながら、収益構造の改善には新しい取り組みが含まれてい

ることから不確実性が認められるとともに、新型コロナウイルス感染症拡大によって受けた業

績低迷からの回復に時間を要しております。

　また、財務基盤の安定化については、資本の増強策の可能性等について継続的に検討してい

るものの、見通しが得られている状況ではありません。

　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

　なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

２. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ９社

・主要な連結子会社の名称 ウィルソン・ラーニング コーポレーション（米国）

ウィルソン・ラーニング ヨーロッパ ＬＴＤ．（イギ

リス）

ウィルソン・ラーニング チャイナ リミテッド（香

港）

ウィルソン・ラーニング フランス（フランス）

なお、ウィルソン・ラーニング チャイナ リミテッド

（香港）及びその100％子会社（孫会社）である展智

（北京）企業管理諮詢有限公司（中国）は、2024年３

月26日開催の取締役会において、解散及び清算を決議

しており、現在清算手続き中であります。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 ２社

・会社の名称 ウィルソン・ネットジィ（株）

サイアム ウィルソン・ラーニング カンパニー リミ

テッド（タイ）

② 持分法適用手続に関する特記事項

　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、展智（北京）企業管理諮詢有限公司（中国）を除き、

連結決算日と一致しております。

　展智（北京）企業管理諮詢有限公司（中国）の決算日は12月31日であり、連結計算書類

の作成にあたりましては、３月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用してお

ります。
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・市場価格のない株式等以外のも

の

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

・投資事業有限責任組合に関する

会計処理

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。

イ. 有形固定資産（リース資産を

除く）

当社グループは定率法（ただし、1998年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては定額法）を、在外連結子会社は主に定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　　９～50年

　工具器具及び備品　　　　３～20年

ロ. 無形固定資産（リース資産を

除く）

市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期

間（３年）における見込販売数量（又は収益）に基づ

く償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等償却

額を比較しいずれか大きい金額を計上しております。

また、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける見込利用可能期間（３年又は５年）に基づく定額

法を採用しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

　その他有価証券

ロ. 棚卸資産

当社

・研修材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用し

ております。

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用して

おります。

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しており

ます。

在外連結子会社 先入先出法による低価法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
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ハ. リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、国際財務報告基準（IFRS）を適用する在外連

結子会社において、国際財務報告基準に基づき計算

書類を作成しており、国際財務報告基準第16号「リ

ース」（以下「IFRS第16号」という。）を適用して

おります。IFRS第16号により、リースの借手につい

ては、原則としてすべてのリースについて使用権資

産及びリース債務を認識しており、認識された使用

権資産の減価償却方法は定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及

び連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ. 賞与引当金 当社及び連結子会社は従業員の賞与金の支払に備え

て、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し

ております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履

行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。

イ.ライセンス販売

ライセンス販売は研修に係る知的財産の使用権許諾を与えることを主な履行義務とし

ており、顧客がライセンスを使用してライセンスからの便益を享受できるようになっ

た時点で、支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、収

益を認識することとしております。

ロ.開発サービス

開発サービスは顧客向け研修のカスタマイズ・開発を行うことを主な履行義務として

おり、顧客が開発の結果を使用して便益を享受できるようになった時点で、支配が顧

客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、収益を認識することと

しております。

ハ.研修サービス

研修サービスは顧客向け研修を行うことを主な履行義務としており、顧客が当社グル

ープより研修の実施を受けた時点で、支配が顧客に移転して履行義務が充足されると

判断していることから、収益を認識することとしております。
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ニ.学習プラットフォーム

学習プラットフォームは顧客向けに他社研修の申込受付代行、クラウドサービス基

盤、ストリーミングサービス、デジタルコンテンツの仕入販売等を行うことを主な履

行義務としており、顧客が当該仕入商品からの便益を享受できるようになった時点で

収益を認識することとしております。当社グループの役割が代理人に該当する取引に

ついては、顧客から受取る額から、仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識

することとしております。

当社グループは、財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを

顧客に提供する前に支配していると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人

取引として収益を認識しております。顧客に提供する前に支配しているか否かの判定

は、財又はサービスの提供に対して主たる責任を有していること、当該財又はサービ

スが顧客に提供される前等に在庫リスクを有していること及び当該財又はサービスの

価格設定において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控

除した金額で測定しております。

これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１

ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

⑥ 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

３. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しておりま

す。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指

針」という。）第65－２項(２)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。な

お、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる

場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指

針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該会計方針の変更による前連結

会計年度の連結計算書類への影響はありません。

４. 表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで「流動資産」の「その他」に含めていた「未収入金」は、金額的重要

性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。

　なお、前連結会計年度の「未収入金」は917千円であります。
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５. 会計上の見積りに関する注記

固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,077千円

　　減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,221千円

(2) 会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資する情報

　当社グループは、資産グループが属する事業の営業損益が連続してマイナスとなるなど

固定資産の収益性が著しく低下した場合に減損損失を計上しています。減損損失の計上に

当たっては慎重に判断をしておりますが、事業環境が変化し、その見積りの前提とした事

業計画に関する仮定などに変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類におい

て、固定資産の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

６. 誤謬の訂正に関する注記

　当社グループにおいてグループ内債権債務に複数の不一致が見つかったことにより、誤謬の

訂正を行っております。これにより、当連結会計年度の期首の利益剰余金が70,211千円増加

し、為替換算調整勘定が65,500千円減少しております。

７. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産　　　　　　　　現金及び預金　　　　　 61,174千円

　短期借入金の担保に供しておりますが、当連結会計年度末現在、対応する借入金残高はあ

りません。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額　　　　　　327,833千円

(3) 棚卸資産の内訳は、次のとおりであります。

　研修材料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　295千円

　仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,165千円

　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 91千円
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セグメント 場所 用途 種類 金額（千円）

国内
東京都
港区

事業用資産 建物及び構築物 4,348

北米
米国

ミネソタ
州

事業用資産 機械及び装置 2,873

合計 7,221

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 6,404,580株 1,599,000株 －株 8,003,580株

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 612株 －株 －株 612株

８. 連結損益計算書に関する注記

減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ました。

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基本としてグルーピングを行

っており、本社については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから主に共用資

産としております。また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。

　当連結会計年度において、収益性が著しく低下した資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

　なお、回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローが見込めな

いことにより零として測定しています。

９. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

（注）普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権の行使に伴う新株の発行による増

加1,599,000株であります。

(2) 自己株式の数に関する事項

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

該当事項はありません。

(4) 新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

（1）敷金及び保証金 87,471 87,452 △18

（2）長期未収入金 321,783 321,803 19

資産計 409,255 409,255 0

（1）長期借入金 72,511 69,251 △3,259

（2）リース債務 55,314 53,272 △2,041

負債計 127,825 122,524 △5,301

10. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行

借入により調達しております。デリバティブは、基本的に行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びリスク並びに管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金並びに長期未収入金は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うことでリス

ク低減を図っております。

　投資有価証券のうち、投資事業有限責任組合の出資金は、価格変動リスクに晒されてお

ります。

　敷金及び保証金は、賃貸借契約に基づく敷金であり、差入先の信用リスクに晒されてお

りますが、賃貸借契約締結に際し差入先の信用状況を把握しております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、主に３ヶ月以内の支払期日であります。

　短期借入金は主に短期的な運転資金を目的としたものであり、長期借入金は主に長期的

な運転資金及び投融資に係る資金調達であります。

　リース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、契約満了日

は最長で連結決算日から３年後であります。

　金融商品の管理については、グローバルコーポレート本部において行っております。な

お、連結子会社は、重要な取引については、当社の承認を得て行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。

※１　「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」及び「未払金」については、

現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。
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区分 連結貸借対照表計上額（千円）

市場価格のない株式等（*） 50,000

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

（1）敷金及び保証金 － － 87,452 87,452

（2）長期未収入金 － － 321,803 321,803

資産計 － － 409,255 409,255

（1）長期借入金 － － 69,251 69,251

（2）リース債務 － － 53,272 53,272

負債計 － － 122,524 122,524

※２　以下の金融商品は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上

額は以下のとおりであります。

（*）市場価格のない株式等には非上場株式等が含まれ、「金融商品の時価等の開示に関

する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2020年３月31日）第５項に基づ

き、時価開示の対象とはしておりません。

※３　１年以内に回収予定の敷金及び保証金は、敷金及び保証金に含めております。

※４　未収入金は、長期未収入金に含めております。

※５　１年以内に返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めております。

※６　１年以内に返済予定のリース債務は、リース債務に含めております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

　該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
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連結注記表

報告セグメント 売上高

国内 564,227

（ライセンス販売） 61,586

（開発サービス） 117,998

（研修サービス） 320,885

（学習プラットフォーム） 63,757

北米 823,575

（ライセンス販売） 20,504

（開発サービス） 45,348

（研修サービス） 616,606

（学習プラットフォーム） 40,974

（その他） 100,141

欧州 146,774

中国 32,611

アジア・パシフィック 121,704

顧客との契約から生じる収益 1,688,892

外部顧客への売上高 1,688,892

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

敷金及び保証金

　敷金及び保証金の時価については、返還予定時期を合理的に見積り、将来キャッシ

ュ・フローを国債の利回りで割り引いて算定しており、レベル３の時価に分類しており

ます。

長期未収入金

　長期未収入金の時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指

標で割り引いた現在価値により算定しており、レベル３の時価に分類しております。

長期借入金及びリース債務

　これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した

利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル３の時価に分類しておりま

す。

11. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（単位：千円）
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連結注記表

当連結会計年度

　顧客との契約から生じた債権（期首残高） 470,734

　顧客との契約から生じた債権（期末残高） 605,912

　契約資産（期首残高） 32,796

　契約資産（期末残高） 10,048

　契約負債（期首残高） 118,245

　契約負債（期末残高） 102,806

(1) １株当たり純資産額 87円07銭

(2) １株当たり当期純損失 55円29銭

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「２.連結計算書類作

成のための基本となる重要な事項　(4)会計方針に関する事項　⑤収益及び費用の計上基

準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当連結会計年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい

た額は173,817千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想され

る契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省

略しております。

12. １株当たり情報に関する注記
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連結注記表

① 払込期日 2025年８月28日

② 発行新株式数 普通株式　2,720,000株

③ 発行価額 １株につき　62.5円

④ 調達資金の額 170,000,000円

⑤ 発行価額のうち資

本へ組み入れる額

85,000,000円

⑥ 募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法により、以下のとおり割り当てます。

根岸氏　　　　　　　　960,000株

マネジメントベース　　800,000株

田島氏　　　　　　　　320,000株

飯塚氏　　　　　　　　480,000株

ＤＫマネジメント　    160,000株

⑦ その他 当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効

力発生後に、本株式に係る総数引受契約を締結する予定です。

また、上記各号については、金融商品取引法に基づく届出の効力

発生及び本株主総会の特別決議による承認決議がなされることを

条件としています。

13. 重要な後発事象に関する注記

（第三者割当による新株式及び第３回新株予約権の発行）

当社は、2025年７月25日開催の取締役会において、以下のとおり、（１）根岸正州氏（以下

「根岸氏」という。）、株式会社マネジメントベース（以下「マネジメントベース」とい

う。）、田島大輔氏（以下「田島氏」という。）、飯塚健氏（以下「飯塚氏」という。）及び株式

会社ＤＫマネジメント（以下「ＤＫマネジメント」という。）を割当予定先とする第三者割当

の方法による新株式（以下、「本株式」という。）の発行、並びに、（２）根岸氏、マネジメン

トベース、田島氏、飯塚氏、ＤＫマネジメント、株式会社ＹＣＰ　Ｊａｐａｎ（以下「ＹＣ

Ｐ　Ｊａｐａｎ」という。）及び杉本有輝氏（以下「杉本氏」という。）を割当予定先とする

第三者割当の方法による第３回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の発行（以下、

本株式及び本新株予約権の発行を併せて「本第三者割当」といい、本株式の割当予定先及び

本新株予約権の割当予定先を個別に又は総称して「割当予定先」という。）を決議いたしまし

た。

なお、本株式の発行価額は、会社法第199条第３項に規定される割当予定先にとって特に有

利な金額に該当すると考えられるとともに、本新株予約権の行使価額は、会社法第238条第３

項第２号に規定される割当予定先にとって特に有利な金額に該当すると考えられることか

ら、本株式及び本新株予約権の発行につきましては、2025年８月27日開催予定の当社定時株

主総会（以下「本株主総会」という。）の特別決議による承認がなされることを条件としてお

ります。また、本第三者割当における合計割当議決権数は、総議決権数の25％以上となるこ

とから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第432条に基づき、既存株主の皆様からの

ご理解をいただくため、本株主総会において既存株主の皆様の意思確認を行うこととしてお

ります。

１．募集の概要

（１）本株式発行の概要
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① 割当日 2025年８月28日

② 発行新株予約権数 10,400個

③ 発行価額 総額9,183,200円（本新株予約権１個につき883円）

④ 当該発行による潜

在株式数

1,040,000株（新株予約権１個につき100株）

本新株予約権について、上限行使価額はありません。

本新株予約権について、行使価額の修正は行われず、下限行使価

額はありません（固定行使価額型）。

⑤ 調達資金の額（新

株予約権の行使に

際して出資される

財産の価額）

74,183,200円（差引手取金概算額：73,923,559円）

（内訳）

　新株予約権発行による調達額： 9,183,200円

　新株予約権行使による調達額：65,000,000円

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において

増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い

算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結

果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とす

る。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じ

た額を増加する資本準備金の額とします。

差引手取金概算額は、本新株予約権が全て行使価額で行使された

場合の調達金額を基礎とし、本新株予約権の払込金額の総額に本

新株予約権の行使に際して出資された財産の価額を合算した額か

ら、発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。そのため、本新

株予約権の行使期間中に行使が行われない場合、当社が取得した

本新株予約権を消却した場合及び行使価額が調整された場合に

は、減少する可能性があります。

⑥ 行使価額 行使価額　62.5円

本新株予約権は、行使期間中に行使価額の修正は行われません

（固定行使価額型）。

⑦ 募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法により、以下のとおり割り当てます。

根岸氏　　　　　　　　4,800個

マネジメントベース　　  400個

田島氏　　　　　　　　1,120個

飯塚氏　　　　　　　　　480個

ＤＫマネジメント　　　2,400個

ＹＣＰ　Ｊａｐａｎ　　  800個

杉本氏　　　　　　 　   400個

⑧ 新株予約権の行使

期間

2025年８月29日から2030年８月28日までとします。

なお、行使期間最終日が営業日でない場合はその前営業日を最終

日とする。

⑨ その他 当社は、割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効

力発生後に、本新株予約権に係る総数引受契約（以下「本新株予

約権引受契約」という。）を締結する予定です。

本新株予約権引受契約においては、割当予定先が新株予約権を譲

渡する場合には当社の事前の書面による承認を要する旨が規定さ

れる予定です。

（２）本新株予約権の概要
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連結注記表

払込金額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円）

244,183,200 13,509,641 230,673,559

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期

Ⅰ　本株式

デジタル領域・リーダーシップ領域の新

商品開発投資資金

156 2025年８月～2030年８月

Ⅱ　本新株予約権

デジタル領域・リーダーシップ領域の新

商品開発投資資金

74 2025年８月～2030年８月

合計 230

２．調達する資金の額、使途及び支出予定時期

（１）調達する資金の額

（注）１．払込金額の総額は、本株式の発行価額の総額（170,000,000円）及び本新株予約権

の発行価額の総額（9,183,200円）に、本新株予約権の行使に際して払い込むべき

金額の合計額（65,000,000円）を合算した金額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額の内訳は、ストームハーバー証券株式会社への財務アドバイ

ザリーフィー（7,500千円）、株式会社Stewart McLarenへの新株予約権公正価値

算定費用（1,250千円）、調査費用及び登録免許税（2,224千円）、有価証券届出

書作成費用（2,535千円）です。

４．本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合、当社が取得した本新株

予約権を消却した場合及び行使価額が調整された場合には、上記払込金額の総額

及び差引手取概算額は減少する可能性があります。

（２）調達する資金の具体的な使途

具体的な使途及び支出予定時期につきましては、以下のとおりです。

（注）１．本新株予約権の権利行使期間中に行使が行われない場合、当社が取得した本新株

予約権を消却した場合及び行使価額が調整された場合には、上記金額は減少する

可能性があります。

２．当社は本株式及び本新株予約権の払込みにより調達した資金を上記の資金使途に

充当するまでの間、当該資金は銀行預金等にて安定的な資金管理を図る予定であ

ります。

14. その他の注記

　該当事項はありません。
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貸借対照表

（2025年３月31日現在） 　　　　　　　(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

研 修 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

１ 年 内 回 収 予 定 の 敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工具器具及び備品

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 未 収 入 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

357,081

88,674

147,307

295

10,711

91

13,818

12,376

84,263

44

△500

144,106

0

0

0

0

144,106

50,000

45,561

15,558

100,227

46,561

5,000

△118,801
　

流 動 負 債 309,497

買 掛 金 135,556

１年内返済予定の長期借入金 11,994

未 払 金 81,372

未 払 費 用 16,444

未 払 法 人 税 等 4,253

未 払 消 費 税 等 1,649

契 約 負 債 588

預 り 金 4,292

賞 与 引 当 金 16,310

資 産 除 去 債 務 37,035

固 定 負 債 158,862

長 期 借 入 金 144,605

繰 延 税 金 負 債 14,257

負 債 合 計 468,360

純 資 産 の 部

株 主 資 本 32,828

資 本 金 888,099

資 本 剰 余 金 722,853

資 本 準 備 金 722,853

利 益 剰 余 金 △1,577,897

利 益 準 備 金 86,671

その他利益剰余金 △1,664,569

繰越利益剰余金 △1,664,569

自 己 株 式 △227

純 資 産 合 計 32,828

資 産 合 計 501,188 負 債 純 資 産 合 計 501,188

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 726,769

売 上 原 価 179,934

売 上 総 利 益 546,835

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 710,652

営 業 損 失 163,817

営 業 外 収 益

受 取 利 息 54

受 取 配 当 金 1,000

受 入 業 務 指 導 料 206

投 資 事 業 組 合 運 用 益 16

役 員 報 酬 返 納 額 4,738

関 係 会 社 投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 3,062 9,078

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,625

為 替 差 損 2,878

雑 損 失 2,114 6,618

経 常 損 失 161,358

特 別 損 失

減 損 損 失 4,348

そ の 他 52 4,400

税 引 前 当 期 純 損 失 165,758

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,440

法 人 税 等 調 整 額 △5,058 △2,618

当 期 純 損 失 163,140

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（2024年４月１日から
2025年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資 本 剰 余 金
合 計

利益準備金

その他
利益剰余金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 810,112 644,866 644,866 86,671 △1,501,428 △1,414,757

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

77,987 77,987 77,987

当 期 純 損 失 △163,140 △163,140

新 株 予 約 権 の 発 行

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 77,987 77,987 77,987 － △163,140 △163,140

当 期 末 残 高 888,099 722,853 722,853 86,671 △1,664,569 △1,577,897

株 主 資 本
新株予約権

純資産合
計自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △227 39,993 － 39,993

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使）

155,975 △1,119 154,855

当 期 純 損 失 △163,140 △163,140

新 株 予 約 権 の 発 行 1,119 1,119

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

－ －

当 期 変 動 額 合 計 － △7,165 － △7,165

当 期 末 残 高 △227 32,828 － 32,828

株主資本等変動計算書
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個別注記表

個別注記表

１. 継続企業の前提に関する注記

　当社は、2020年３月期以降売上高が著しく減少し、重要な営業損失、経常損失及び当期純損

失を計上しております。当事業年度においては、日本の国内HRD事業売上高は前事業年度に比

べ減少し、子会社からのロイヤリティ収入が減少したことに伴い、重要な営業損失163,817千

円、経常損失161,358千円及び当期純損失163,140千円を計上しました。このような状況のな

か、今後追加の運転資金調達の重要性がさらに増すことが想定されますが、現時点では金融機

関等からの新たな資金調達について見通しが得られている状況にはありません。このような状

況を受け、当社は複数の外部支援候補者との間で協議を継続しております。これらの状況によ

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。この

ような状況の解消を図るべく、当社は、以下の諸施策を遂行することにより、収益構造の改善

及び財務基盤の安定化に取り組んでおります。

(1)収益構造の改善

・高収益化体質の確立に向け、北米の営業要員の早期戦力化を図り、利益率の高いライセンス

型の案件の提案に引き続き注力してまいります。

・ライトワークス社等の外部パートナーとの協同プロモーション策の拡大：双方のお客様への

クロスセル等を実施してまいります。

・アフターコロナ時代の新しい研修スタイルを睨んだWebマーケティング投資、リーダーシッ

プ領域、オンライン研修領域における新規商品群への開発投資を積極的に推進しておりま

す。日本市場のイノベーション・イネーブルメント領域では複数の新規商品のリリースを行

いました。

・販売費及び一般管理費について、グループ体制の見直しを行い、諸経費削減を推進しており

ます。ウィルソン・ラーニング ヨーロッパ LTD.（イギリス）及びウィルソン・ラーニング　

フランス（フランス）では運営合理化のため2024年８月より、事業のウィルソン・ラーニン

グ コーポレーション（米国）への移管を行いました。ウィルソン・ラーニング チャイナ

（中国）はカントリーリスクも鑑み、清算に向けて事業縮小を継続していきます。

(2)財務基盤の安定化

　当社は、運転資金及び開発投資資金の安定的な確保と維持に向け、取引金融機関と協議を進

め新規融資の申請や資本の増強策の可能性について検討しておりましたが、実現には至ってお

りません。このため、今後は、新株の発行やグループ内の資金を移動させることで必要な資金

を確保し、運転資金及び開発投資資金の改善に努めております。このような状況の中、当社

は、2025年７月25日開催の取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発行、並び

に、第三者割当の方法による第３回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の発行を決

議し、財務体質の強化、資金繰りの安定化を実施しております。新株式及び新株予約権の発行

の詳細については、「12.重要な後発事象に関する注記」に記載の通りです。更なる資本の増

強策を検討・推進することで、運転資金の確保に努めてまいります。

　以上の施策を実施するとともに、今後も引き続き有効と考えられる施策につきましては、積

極的に実施してまいります。しかしながら、収益構造の改善には新しい取り組みが含まれてい

ることから不確実性が認められるとともに、新型コロナウイルス感染症拡大によって受けた業

績低迷からの回復に時間を要しております。

　また、財務基盤の安定化については、資本の増強策の可能性等について継続的に検討してい

るものの、見通しが得られている状況ではありません。

　したがって、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しております。

　なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を計算書類に反映しておりません。

－ 41 －



2025/07/31 11:11:39 / 25284850_ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社_招集通知

個別注記表

・市場価格のない株式等以外の

もの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

・投資事業有限責任組合に関す

る会計処理

組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

① 有形固定資産（リース資産を

除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備については定額法）を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　　９～50年

　工具器具及び備品　　　　５～15年

２. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

イ. 子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

ロ. その他有価証券

② 棚卸資産

・研修材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用し

ております。

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用して

おります。

・貯蔵品 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しており

ます。

(2) 固定資産の減価償却の方法

② リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当

事業年度負担額を計上しております。
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

なお、当事業年度末において、年金資産見込額が退職

給付債務見込額を上回っているため、その差額を投資

その他の資産の「前払年金費用」に計上しておりま

す。

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ

ります。

イ.ライセンス販売

ライセンス販売は研修に係る知的財産の使用権許諾を与えることを主な履行義務とし

ており、顧客がライセンスを使用してライセンスからの便益を享受できるようになっ

た時点で、支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、収

益を認識することとしております。

ロ.開発サービス

開発サービスは顧客向け研修のカスタマイズ・開発を行うことを主な履行義務として

おり、顧客が開発の結果を使用して便益を享受できるようになった時点で、支配が顧

客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、収益を認識することと

しております。

ハ.研修サービス

研修サービスは顧客向け研修を行うことを主な履行義務としており、顧客が当社より

研修の実施を受けた時点で、支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断して

いることから、収益を認識することとしております。

ニ.学習プラットフォーム

学習プラットフォームは顧客向けに他社研修の申込受付代行、クラウドサービス基

盤、ストリーミングサービス、デジタルコンテンツの仕入販売等を行うことを主な履

行義務としており、顧客が当該仕入商品からの便益を享受できるようになった時点で

収益を認識することとしております。当社の役割が代理人に該当する取引について

は、顧客から受取る額から、仕入れ先に支払う額を控除した純額で収益を認識するこ

ととしております。

当社は、財又はサービスの収益を認識するにあたり、当該財又はサービスを顧客に提

供する前に支配していると判定されれば本人取引、判定されなければ代理人取引とし

て収益を認識しております。顧客に提供する前に支配しているか否かの判定は、財又

はサービスの提供に対して主たる責任を有していること、当該財又はサービスが顧客

に提供される前等に在庫リスクを有していること及び当該財又はサービスの価格設定

において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。

　また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品、値引き及び割戻し等を控

除した金額で測定しております。

　これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１

ヶ月以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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関係会社株式 45,561千円

長期貸付金 9,448千円

長期未収入金 74,469千円

貸倒引当金 83,918千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 151,373千円

① 短期金銭債権 91,226千円

② 長期金銭債権 115,785千円

③ 短期金銭債務 168,094千円

④ 長期金銭債務 84,088千円

３. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28

日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響

はありません。

４. 会計上の見積りに関する注記

関係会社への投資及び債権の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

（注）上記子会社への債権に対する貸倒引当金のほか、関連会社への債権に対する貸倒引当金

29,622千円を計上しております。

(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資する情報

　当社は、関係会社の財政状態の悪化により関係会社株式の実質価額が著しく低下した場

合、回復する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理をしています。また、財政

状態の悪化した関係会社に対する債権に対して貸倒引当金を計上しています。

　実質価額が著しく低下しているときに、回復する見込みがあると認められるかは、債務

超過の関係会社の財政状態、経営環境、債務超過の程度及び各子会社の取締役会で承認さ

れた事業計画等を基礎として一定の仮定に基づいて判定しますが、これらは見積りの不確

実性を含んでおります。この中で、特に見積りの不確実性の高い当該事業計画に用いた主

要な仮定は、売上高であります。

　将来の不確実な事業環境の変化などによって、関係会社の財政状態が変動した場合に

は、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式及び貸倒引当金の金額に重要な影響を

及ぼす可能性があります。

５. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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① 売上高 162,542千円

② 仕入高 9,387千円

③ その他の営業取引高 168,890千円

④ 営業取引以外の取引高 819千円

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 612株 －株 －株 612株

賞与引当金 4,994

未収利息 2,418

未払社会保険料 810

未払事業所税 225

貸倒引当金 37,603

関係会社株式 913,776

繰越欠損金 563,198

減損損失 8,000

資産除去債務 11,340

その他 5,042

小計 1,547,410

評価性引当額 △1,547,410

計 －

前払年金費用 △14,257

計 △14,257

繰延税金負債の純額 △14,257

６. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）
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種類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有割合（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ
ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

100

企 業 内 教 育
プ ロ グ ラ ム
の 実 施 許 諾

企 業 内 教 育
プログラムの
開 発 及 び
グローバル・
マーケティン
グ の 委 託

役 員 の 兼 任

実施許諾料の
受取（注１）

133,966

売 掛 金 47,070
営 業 取 引
（注３）

－

出向社員人件
費 の 受 入
（ 注 ５ ）

－ 未 収 入 金 11,107

研究開発及び
マーケティン
グの委託
（注２）

84,445 買 掛 金 112,734

実施許諾料の
支払（注４）

84,445 未 払 金 51,564

子会社
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ
ﾖｰﾛｯﾊﾟ LTD.

100

企 業 内 教 育
プ ロ グ ラ ム
の 実 施 許 諾

役 員 の 兼 任

実施許諾料の
受取（注１）

19,368 売 掛 金 802

子会社
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ
ﾁｬｲﾅ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

100

企 業 内 教 育
プ ロ グ ラ ム
の 実 施 許 諾

役 員 の 兼 任

実施許諾料の
受取（注１）

－ 長期未収入金 45,124

子会社
ｳｨﾙｿﾝ・ﾗｰﾆﾝｸﾞ
ｲﾝﾄﾞ PTE LTD.

100

企 業 内 教 育
プ ロ グ ラ ム
の 実 施 許 諾

役 員 の 兼 任

実施許諾料の
受取（注１）

－ 長期未収入金 24,272

関連
会社

ｳｨﾙｿﾝ・ﾈｯﾄｼﾞｨ
（株）

49 役 員 の 兼 任
業務委託収入
（注１）

－ 長期未収入金 25,546

９. 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 実施許諾料の受取及び業務委託収入については、当社が提示した料率等を基礎と

して毎事業年度交渉の上、決定しております。

２. 研究開発及びマーケティングの委託の支払については、当社が提示した金額を基

礎として毎事業年度交渉の上、決定しております。

３. 営業取引については、当社が提示した金額を基礎として毎事業年度交渉の上、決

定しております。

４. 実施許諾料の支払については、先方が提示した料率を基礎として契約更新時に交

渉の上、決定しております。

５．出向社員人件費については、出向契約に基づいて決定しております。

６. 子会社への貸倒懸念債権に対し、83,918千円の貸倒引当金を計上しております。

７. 関連会社への貸倒懸念債権に対し、29,622千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。

－ 46 －



2025/07/31 11:11:39 / 25284850_ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社_招集通知

個別注記表

(1) １株当たり純資産額 ４円10銭

(2) １株当たり当期純損失 23円37銭

10．収益認識に関する注記

（顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報）

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「２.重要な会計方針に

係る事項　(5)収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略して

おります。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記

（第三者割当による新株式及び第３回新株予約権の発行）

　当社は、2025年７月25日開催の取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発行、

並びに、第三者割当の方法による第３回新株予約権の発行を決議いたしました。

　詳細については、連結注記表「13.重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載して

いるため、記載を省略しております。

13. その他の注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 溝 口 俊 一
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 賀 康 磨

独立監査人の監査報告書
2025年８月５日

ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社
取 締 役 会 　 御 中

海南監査法人
　東京事務所

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ウィルソン・ラー

ニング　ワールドワイド株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、ウィルソン・ラーニング　ワールド

ワイド株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る

期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計

算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我

が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、2020年３

月期以降売上高が著しく減少し、2022年３月期までは重要な営業損失、経常
損失及び親会社株主に帰属する当期純損失を計上している。2023年３月期に
おいては、営業利益及び経常利益を計上し会社の業績は改善傾向にあった
が、継続して親会社株主に帰属する当期純損失を計上している。前連結会計
年度においては、日本の国内ＨＲＤ事業売上高は2023年３月期より回復傾向
にあったが、全体的には減少傾向であり、重要な営業損失556,468千円、経
常損失521,085千円及び親会社株主に帰属する当期純損失518,700千円を計上
している。また、当連結会計年度においては、前連結会計年度に比べグルー
プの構造改革をより一層進め、全体的には売上高は横ばい傾向ながらも、販
管費の圧縮に努めその削減効果も出ているが、重要な営業損失393,918千
円、経常損失385,372千円及び親会社株主に帰属する当期純損失386,041千円
を計上している。このような状況のなか、今後追加の運転資金調達の重要性
がさらに増すことが想定されるが、現時点では金融機関等からの新たな資金
調達について見通しが得られている状況にはない。このような状況を受け、
会社は複数の外部支援候補者との間で協議を継続している。これらの状況に
より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在
しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められ
る理由については当該注記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前
提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類
に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2025年７

月25日開催の取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発行、並
びに、第三者割当の方法による第３回新株予約権の発行を決議している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容

は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明する
ものではない。
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通
読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法
人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連

結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計

算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性
があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重
要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切である
かどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑
義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない
場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記
事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務
情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書
類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。

  監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ

ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 51 －



2025/07/31 11:11:39 / 25284850_ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 溝 口 俊 一
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 賀 康 磨

独立監査人の監査報告書
2025年８月５日

ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社
取 締 役 会 　 御 中

海南監査法人
　東京事務所

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ウィルソ

ン・ラーニング　ワールドワイド株式会社の2024年４月１日から2025年３月

31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計

算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書

類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が

国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告

－ 52 －



2025/07/31 11:11:39 / 25284850_ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、2020年３

月期以降売上高が著しく減少し、重要な営業損失、経常損失及び当期純損失
を計上している。当事業年度においては、日本の国内ＨＲＤ事業売上高は前
事業年度に比べ減少し、子会社からのロイヤリティ収入が減少したことに伴
い、重要な営業損失163,817千円、経常損失161,358千円及び当期純損失
163,140千円を計上している。このような状況のなか、今後追加の運転資金
調達の重要性がさらに増すことが想定されるが、現時点では金融機関等から
の新たな資金調達について見通しが得られている状況にはない。このような
状況を受け、会社は複数の外部支援候補者との間で協議を継続している。こ
れらの状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性
が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類等は継続
企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算
書類等に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

強調事項
重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、2025年７

月25日開催の取締役会において、第三者割当の方法による新株式の発行、並
びに、第三者割当の方法による第３回新株予約権の発行を決議している。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任

は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は

含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。

－ 53 －



2025/07/31 11:11:39 / 25284850_ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが

あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算

書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における

取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書

類等に不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重
要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるか
どうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事
項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施

時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ

る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガ
ードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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代表取締役社長 児 島 研 介 殿

監 査 役 ( 常 勤 ) 本 山 隆 雄 ㊞
社 外 監 査 役 稲 垣 誠 二 ㊞
社 外 監 査 役 志 賀 剛 一 ㊞

監　査　報　告　書

2025年８月５日

ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社

ウィルソン・ラーニング ワールドワイド株式会社監査役会

　

　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第44期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。

（２) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産

の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締

役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会

社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から

成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。

監査役会の監査報告
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③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の遂行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し

ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結個別注記表）について検
討いたしました。

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人海南監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人海南監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

以　上
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